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１．競争力の源が変わる１．競争力の源が変わる
～人的資産の重要性と新しい資本主義・企業のあり方についての有識者見解～人的資産の重要性と新しい資本主義・企業のあり方についての有識者見解

○ 多くの有識者は、「グローバル化、ＩＴ化、金融改革」に伴う「知識・人的資産の重要性の増大」は「資本主義の形の変化」を

引き起こし、「企業形態の見直し」につながりつつあることを指摘している。

A. バートン・ 
ジョーンズ氏 

ニューエコノミーへと経済の変化をもたらした最大の要因は、経済活動が“知

識”への依存度を強めたことにある。知的資源を押さえる人々が企業を所有す

ることとなり、“知識主導の組織モデル”が不可欠となる。 

岩井克人 東大教授 
物的資産の所有では利益が保証されず、「違い」を生み出す“人的資産”が利

益の源泉となる“ポスト産業資本主義”では、組織特殊な人的資産を防御する

ために、モノでもありヒトでもある“法人実在説的会社”が重要となる。 

L. サロー MIT教授 
生産の中心的な要素は物的資本から“人的資本”に移行しつつあり、“資本を

所有できない資本主義”が到来する。そこでは、“人間主体の頭脳産業モデ

ル”が求められる。 

R. ドーア 

ロンドン大名誉教授 
“人的資本”は、すでに物的資本よりもはるかに決定的な生産要素となっている。 

伊丹敬之 一橋大教授 
真の競争力の源泉は、コミットして働いてくれる従業員の知恵やエネルギーと

いった“見えざる資産”にあり、彼らが企業にとってメインの存在となる“従業員

主権企業”の方が合理的である。 

R. ライシュ 
元米労働長官 

大企業が規模の生産性に依存して力を得ていた古い工業社会とは異なり、“ニューエ
コノミー”においては、ビジネスは「信頼」が大きな利益と高い市場価値を生み出す。 

渡部亮 法政大教授 
“ネットワーク経済”の時代となり、アングロサクソン・モデルでも、“リレーションシップ投

資”や、株主利益向上の前提条件として従業員や地域社会の利益を位置づける“包

含性の原理”への着目等、単純な株主利益極大化とは一線を画する動きが見られる。 
 ２



２．企業価値の源の変化２．企業価値の源の変化 ～有形資産（物的資産）から無形資産へ～有形資産（物的資産）から無形資産へ

無形資産

◇財として取引能な
知的財産
・ブランド
・特許権
・データベース

◇人的資産

・経営者の企画力
・技術者の開発力
・従業員のノウハウ

・コンピュータ機器

等

・機械

・設備

・建物

有形資産（物的資産）

○ 企業の競争力の源は、設備や機械などの有形資産（物的資産）から、知的財産やアイデア、ノウハウ、技術などの人的資産へと
シフトしている。

○ 米国企業の場合、市場総価値に占める無形資産の割合は、１９７８年の１７％から１９９８年には６９％にまで飛躍的に増加。

○ ２００１年６月末における米マイクロソフト社の保有資産は総額で３９０億ドルだが、そのうち有形資産はわずか６％にすぎず、

残りの９４％に当たる３６７億ドルは無形資産が占めている。
○ 日本企業についても、東証上場企業の時価総額のうち有形資産（物的資産）が３２４兆円で全体の７０％であるのに対し、

無形資産は１４４兆円で３０％を占めている。

市場価値総額市場価値総額

人的資産等無形資産の占める割合人的資産等無形資産の占める割合

米国市場価値総額

無形資産

６９％

有形資産

３１％

1998年

無形資産

１７％

有形資産

８３％

1978年

［出所］

ﾏｰｶﾞﾚｯﾄ・ﾌﾞﾚｱ、
ﾄﾏｽ・ｺｰﾁｬﾝ

「新しい関係－
アメリカの会社
における人的
資産」

無形資産

有形資産

３２４兆円（７０％）

１４４兆円（３０％）

東証上場企業時価総額

［出所］

経済産業省

「ブランド価値評価
研究会報告書」

３

有形資産

２３億ﾄﾞﾙ（６％）

無形資産

３６７億ﾄﾞﾙ（９４％）

マイクロソフト

［出所］

岩井 克人

「会社はこれ
からどうなる
のか」



３．日本のリーディングカンパニーの企業価値の源の変化３．日本のリーディングカンパニーの企業価値の源の変化 ～有形資産（物的資産）から無形資産へ～有形資産（物的資産）から無形資産へ

○ 特に、日本を代表する企業の場合、業種を問わず無形資産の割合が高い。

※ 簿価純資産：

バランスシートに反映されている 資産－負債

（バランスシートに反映されていないブランド、ノウハウ等は対象外）

企業のバランスシート

資 産 負 債

資 本

ブランド
知的財産
技術開発力 等

時価総額

有形資産

簿価純資産※

無形資産

３．４兆円（８５％）

セブン-イレブン・

ジャパン

有形資産

６０００億円（１５％）

無形資産

１．４兆円（７７％）

花 王

有形資産

４６００億円（２３％）

無形資産

１．２兆円（７２％）

ソフトバンク

４２００億円（２８％）

無形資産

有形資産

５．９兆円（７１％）

ソニー

２．３兆円（２９％）

無形資産

有形資産

２．２兆円（７２％）

任天堂

８３００億円（２８％）

無形資産

有形資産

２．１兆円（６８％）

日産自動車

９６００億円（３２％）

無形資産

有形資産

３１００億円（６５％）

ベネッセ
コーポレーション

１７００億円（３５％）

無形資産

有形資産

９兆円（５６％）

トヨタ自動車

７．１兆円（４４％）

無形資産

有形資産

２．５兆円（６２％）

キヤノン

１．５兆円（３８％）

無形資産

有形資産

東 芝

１兆円（４２％）

無形資産

有形資産

１．３兆円（５８％） ２．８兆円（５６％）

本田技研工業

２．２兆円（４４％）

無形資産

有形資産

４４００億円（４８％）

大正製薬

４７００億円（５２％）

無形資産

有形資産

６．１兆円（４７％）

ＮＴＴ

６．９兆円（５３％）

無形資産

有形資産

２１００億円（３５％）

アサヒビール

３９００億円（６５％）

無形資産

有形資産

人的資産等無形資産の時価総額に占める割合人的資産等無形資産の時価総額に占める割合

４※有価証券報告書から入手できるデータで、可能な範囲内で試算。



４．株式会社制度を人的資産集約型産業において活用する上での限界４．株式会社制度を人的資産集約型産業において活用する上での限界

Ｍ＆Ｃ サーチ社
（新設）

② 解任された会長が

ライバル会社設立。
会長の経営手腕、
従業員、顧客等が流出。

顧客顧客

米国機関投資家（３０％の株を保有）

①会長の解任 ③大損害

サーチ＆サーチ社の、３０％の株を所有する米国機関投資家が、
創業者であり 広告作品と経営を取り仕切るサーチ兄弟と役員報酬
をめぐり対立したことから 同兄弟がサーチ＆サーチ社を退社として
ライバル会社を立ち上げたところ、 元のサーチ＆サーチ社の人材、
更には主要な顧客を奪ってしまった例。

米国型株主主権型モデルの限界 ①米国型株主主権型モデルの限界 ①

顧客顧客 顧客顧客

サーチ＆サーチ社
（英・広告会社）

顧客顧客 顧客顧客 顧客顧客

会長会長

役員役員

従業員従業員

会長会長

役員役員

従業員従業員

ソロモン・ブラザーズが取引の失敗を理由にあるトレーダーのリー
ダーを解雇したために、当該リーダーと人的なつながりのあるトレー
ダーたち（当時のソロモンの利益の大変を稼ぎ出していた人材）が
次々と退社し、ロングタームキャピタルマネジメントを設立した例。

Long Term Capital
Management

ソロモン・ブラザーズ

債券取引部門

専門スタッフ 専門スタッフ

リーダー

会社は資金、看板を専門スタッフに
提供し、利益を得る

会社単位での物的・人的
結合の希薄化

独立

ソロモン・ブラザーズの
1990-93年の利益全体の
87％相当の利益に貢献
したスタッフが流出

米国型株主主権型モデルの限界 ②米国型株主主権型モデルの限界 ②

専門スタッフ 専門スタッフ

リーダー

部下の失敗の責任
を取らされ解雇

忠誠心
忠誠心

５



５．海外において急速に整備が進む「有限責任の人的組織制度」５．海外において急速に整備が進む「有限責任の人的組織制度」
～米国ＬＬＣ、英国ＬＬＰ、ドイツＧｍｂＨ＆Ｃｏ～米国ＬＬＣ、英国ＬＬＰ、ドイツＧｍｂＨ＆Ｃｏ..ＫＧ、フランスＳＡＳＫＧ、フランスＳＡＳ

○ 諸外国では、「所有と経営の分離」を前提とする株式会社の対極にある、「所有と経営の一致」した人的組織が再評価され、
人的組織に着目した組織法制度上の改革が精力的に進められている。

○ 米国におけるＬＬＣ、英国におけるＬＬＰ、フランスにおけるＳＡＳが、近年、こうした有限責任の人的法人制度として新たに
整備されており、ドイツにおいても、有限合資会社（ＧｍｂＨ＆Ｃｏ．ＫＧ）が同様の機能を果たしている。

【米国】 【英国】

出資者間の内部関係

有
限
責
任

無
限
責
任

物的会社 人的会社

SA
（株式会社）

SARL
（有限会社）

SAS
（単純型株式資本会社）

SCS
（株式合資会社）

SNC
（合名会社）

と
の
関
係

構
成
員
の
会
社
債
権
者

出資者間の内部関係

有
限
責
任

無
限
責
任

物的会社 人的会社

ＬＬＣ
（Limited Liability

Company）

構
成
員
の
会
社
債
権
者

と
の
関
係

LP
（Limited Partnership）

GP
（General Partnership）

Corporation

出資者間の内部関係

有
限
責
任

無
限
責
任

物的会社 人的会社

ＬＬＰ
（Limited Liability

partnership）

LP
（Limited Partnership）

Partnership

構
成
員
の
会
社
債
権
者

と
の
関
係

Company

と
の
関
係

【フランス】
出資者間の内部関係

有
限
責
任

無
限
責
任

物的会社 人的会社

AG
（株式会社）

GmbH
（有限会社）

GmbH＆Co.KG
（有限合資会社）

ＫＧ（合資会社）

ＯＨＧ（合名会社）

構
成
員
の
会
社
債
権
者

ＫＧの無限責任社員
に全構成員が有限責
任の法人（主に
GmbH）がなることに

よって全構成員の有
限責任を確保した形
態

(注)この他、LLCとは別に、法律事務所や会計事務所等の専門的サービス業を
主体に利用されるLLP（Limited Liability Partnership）制度が設けられている。

【ドイツ】

と
の
関
係 ６



６．諸外国において進む「有限責任の人的組織制度」の活用６．諸外国において進む「有限責任の人的組織制度」の活用

○ 諸外国における有限責任の人的法人制度の整備は、「高度人的資産集約型産業」の創出効果を上げ始めている。

株式・有限会社55 ％
（45万社）
←（株）６千社、（有）45万社

合名・合資会社45％
（36万社）

ＧｍｂＨ＆Ｃｏ.ＫＧ
８万社

◆ドイツの会社数比率（全体８１万社）◆

［出所］国税庁会社標本結果調査より作成

合名・合資会社
１％（４万社）

←（資）３万社（名）７千社

【英国：ＬＬＰ】

○職務義務をめぐる訴訟が増加し、無
限責任のリスクが高まっていた公認

会計士業界からの要望を受け、２００
０年に、「Ｌｉｍｉｔｅｄ Ｌｉａｂｉｌｉｔｙ Ｐａｒｔｎ
ｅｒｓｈｉｐ Ａｃｔ 2000」を制定。

○監査法人や法律事務所、経営コン
サルタントなど、法制定時に想定して
いた専門的職種における活用に加
え、デザイン、ソフトウェア開発等一
般の事業体においても活用が進ん
でいる。

２００４年現在でＬＬＰは約１万社。

○多国籍企業が、ＳＡ（株式会社）の有
している出資者の有限責任性を維
持しつつ、内部規定の設定の自由
度が高いというような特徴を併せ持
った、合弁事業に使い勝手の良い
組織形態の創設を要望したことが契
機となって導入。

【フランス：ＳＡＳ】

【米国：ＬＬＣ】

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

3,500,000

93 94 95 96 97 98 99 00

ＬＰ ＧＰ ＬＬＣ Corporation

◆米国の企業数の推移◆

ＬＬＣは90年代
後半から急成長

50

100

150

400

450

500

(万件)

Corporation
88 ％ （505万社）

ＬＬＣ （72万社、12％）

金融、保険、不動

産、リース業

51%

サービス業

23%

その他

1%

製造業

10%

情報産業

2%

流通・小売り業

9%

鉱業

4%

○米国では、１９９０年代以降、各州がＬＬＣ制度を導入。

○その後１９９３年時点の約２万社から、２０００年には７２
万社に達している。約５００万社ある株式会社と比較し
てもその規模が大きいことが伺える。
（２００１年には、ＬＬＣは約８０万社）

◆米国の企業におけるＬＬＣの比率◆ ◆ＬＬＣの業種別構成比◆

［出所］ 米国ＩＲＳ資料より作成

○ドイツの有限合資会社（ＧｍｂＨ＆Ｃｏ.ＫＧ）は、１０万社あるＫＧ（合資会社）のうち８万社を占めてお
り、会社全体の数では、日本の３分の１しかないドイツにおいて、日本における合名・合資会社の（４
万社）の２倍にあたる有限合資会社が存在していることとなる。

株式・有限会社99 ％
（240万社）←（株）100万社、（有）140万社

［出所］ドイツ連邦統計局資料より作成

【ドイツ：有限合資会社（ＧｍｂＨ＆Ｃｏ.ＫＧ）】

◆我が国の会社数比率（全体２４４万社）◆

７



７．有限責任の人的組織が活用される事業分野７．有限責任の人的組織が活用される事業分野 （米国現地調査結果）（米国現地調査結果）

［出所］神谷秀樹「ニューヨーク流たった５人の『大きな会社』－我々の仕事の仕方・考え方」（亜紀書房、2001）

○創業者が、物流用のラックで、ホームセンター等に搬送後そのまま陳列できる構造をもつ特殊ラックを開発し（創業者が特許を保有）、これを
大手企業にレンタルすることで収益をあげるというビジネスアイデアを考案。二人のパートナーとともにこのビジネスアイデアを実現するため
に、ＬＬＣを設立した。

○３名の出資者は出資割合が異なるが、経営の意思決定は３名の出資者全員の合議制で随時行うことにより、機動的な経営を可能としている。

○全米７２ヶ所の拠点で、１，０００人の契約社員を活用して１２万個のラックを貸し出すビジネスに成長した。

◆物流用ラックのレンタル （E-Z Shipper Racks, ＬＬＣ）◆
（２） 人的資産を元手にした現代的創業

○ 「有限責任の人的法人制度」は、あるものは組合制度、あるものは合資会社制度、あるものは株式会社制度と、
その淵源は異なるものの、各国において整備が進んでいる。

○ 近年増加が著しい米国ＬＬＣが使われている事業分野は、米国ＩＲＳ（内国歳入庁）の統計によると、
金融・保険・不動産・リース業（５１％）、サービス業（２３％）、製造業（１０％）が主な事業分野である。
米国現地調査結果によれば、その中でも特に以下の３分野は、人的資産が競争力の源泉となる事業分野
（「高度人的資産集約型企業」）であり、ＬＬＣが活躍する主たる舞台となっていることが言える。

（１） 個人の専門的知識やノウハウを使った専門企業
（２） 人的資産を元手にした現代的創業
（３） 法人の専門的能力を使ったジョイント・ベンチャー

○大手金融機関に勤務した経験のある人間が集まって設立したモスキート（蚊のように小さい）投資銀行。

○投資銀行の本質は「知恵とネットワーク」によるビジネスで、異なる経歴・能力を持つ人間が知恵を出し合い、チームとして投資事業を実施し、投資先ハイテク
企業の企業価値を高めることにより収益を得ている。

○出資者全員が業務に参加している。大きな資本を必要とせず、人材の質こそが資本であることから、株式公開で外部からの介入を防ぐためにＬＬＣを選択。

◆モスキート投資銀行 （ロバーツ・ミタニＬＬＣ）◆

（１） 個人の専門的知識やノウハウを使った専門企業

（米国調査におけるヒアリングによる）

○いすゞとＧＭが共同で中型トラックの販売管理、サービス管理を委託するためにＬＬＣを設立。いすゞは米国での販売網の維持コストの効率化を主な目的とし、

ＧＭは販売店におけるマネジメントの向上を主目的としており、出資比率はいすゞ側が５１％、ＧＭ側が４９％。

○いすゞ側は、ＬＣＦという代表的なトラックとともに、ディーラーのマネジメント手法とそれを熟知する従業員、ディーラー網を提供し、ＧＭ側はボンネットトラック

の品揃えとともに、ディーラーが使うシステムと広範なディーラー網を提供。

○収益の分配については、出資比率とは別に出来高制（ＧＭ車が売れた場合はＧＭ側へ、いすゞ車が売れた場合はいすゞ側へ配分）を採用している。

◆日米自動車産業の合弁 （ General Motors Isuzu Commercial Truck，ＬＬＣ ）◆

（３） 法人の専門的能力を使ったジョイント・ベンチャー

（米国調査におけるヒアリングによる） ８



８．ＬＬＰ（Limited Liability Partnership）制度の創設

海外では、創業を促し、事業者や専
門人材が連携して行う共同事業
（ジョイント・ベンチャーなど）を振興
するため、ＬＬＰやＬＬＣ（リミテッド・ラ
イアビリティ・カンパニー）という新し
い事業体制度を整備。

◆事業体の３つの特徴

［米国のＬＬＣ：有限責任会社］

ここ１０年間で８０万誕生。
ＩＢＭ・インテルなどの共同研究、
金融産業、ＩＴ産業などで活用。

［英国のＬＬＰ：有限責任組合］
２０００年創設、１万を超える。
ＫＰＭＧなど会計・法律事務所、
デザイン、ＩＴ産業などで活用。

【有限責任】
出資者が出資額までしか責任を負
わない。

【内部自治原則】
出資者が自ら経営を行い、利益や
損失の配分などを柔軟に決めるこ
とができる。

【構成員課税】
出資者に直接課税されるので、法
人課税を課された上に、出資者へ
の利益分配にも課税されるという
ことがない。

我が国には、この３つの特徴
を兼ね備えた事業体は存在し
ない。

◆共同事業の際の一長一短

課 題

［株式会社］

・出資者は有限責任。

しかし、

・１株１票原則で、
取締役などの設置が強制、

・法人課税が課された上に、
出資者への配当にも課税
される。

［民法組合］

・出資額の多寡に拘わらず
利益や損失を出資者の貢献
に応じて柔軟に配分。

・構成員課税のため、組合段
階には課税されず、出資者
に直接課税される。

しかし、

・出資者は全員が無限責任。

民法組合の特例として有限責任事業組合制度

を創設。

１．ＬＬＰの出資者全員に有限責任制を付与

２．貢献に応じた柔軟な損益の配分

民法組合と同様に、才能やノウハウを持つ中小

企業や個人を高く評価することが可能に。

３．ＬＬＰに対する構成員課税の適用

民法組合と同様に、ＬＬＰ段階では課税せず、
組合員（構成員）に直接課税する仕組みを
適用する。

○新規創業の促進

○創造的な連携共同事業の促進

・ 中小企業同士の新規事業連携
・ ベンチャーと大企業の連携
・ 産学連携
・ ＩＴや金融の専門人材による共同事業
・ 大企業同士の共同研究開発

対 応

共同研究開発ＬＬＰ

Ｂ社構成員課税

課税なし

課税

Ａ社

９

現 状



９．都市型産業の受皿としてのＬＬＰ９．都市型産業の受皿としてのＬＬＰ

◆ ＬＬＰのメリット

①有限責任制
②簡素な組織・権限の柔軟な配分
③利益の柔軟な配分
④税務上のメリット

ＬＬＰ（有限責任事業組合）は
人的資産を活かす新しい
パートナーシップとして
都市型産業の受皿となる。

共同研究開発ＬＬＰ

①有限責任 ③貢献に応じた配分

②簡素な組織

出資５０％
損益配分３０％

出資１０％
損益配分１０％

出資３５％
損益配分５０％

出資５％
損益配分１０％

出資者のみに課税

④簡素な税制

出 資 者
出 資 者

|  |
経 営 者

経 営 者

経 営 者

出 資 者

株 式 会 社 Ｌ Ｌ Ｐ 民 法 組 合

経 営 者

出 資 者 と 経 営 者 が 分 離
出 資 者 と 経 営 者 が

原 則 一 致

大 企 業
中 小 企 業

有 限 責 任 ○ ○ ×

内 部 自 治 × ○ ○

課 税 法 人 課 税 構 成 員 課 税 構 成 員 課 税

出 資 者 と
経 営 者
の 関 係

出 資 者 と 経 営 者 が
完 全 一 致

出 資 者

１０



１０．ＬＬＰの利用想定例１０．ＬＬＰの利用想定例

（１） 高度サービス産業 ＜ソフトウエアの専門人材集団＞

＜コンテンツ業界 映画製作＞

（２） 中小企業連携＜金型メーカーと成形加工メーカーの連携＞

（３） ベンチャー ＜大手機械メーカーとベンチャー企業との共同研究開発＞

（４） 産学連携 ＜ゲノム解析の応用研究を進める大学発ベンチャー＞

（５） 研究開発 ＜大手電機メーカー同士の次世代技術の共同研究開発＞

＜燃料電池を使った家庭用発電装置の共同研究開発＞

（６） 物流の効率化＜農家と食品加工・流通業との連携＞

１１



（１）（１） 高度サービス産業振興高度サービス産業振興 ＜想定例＜想定例１１：： ソフトウエアの専門人材集団＞ソフトウエアの専門人材集団＞

【想定例】
プログラミングやグラフィックデザイン、セキュリティ、営業等の分野で専門的な能力を有する専門人材が集まって、
ソフトウエアの共同開発販売事業をする。

【想定例】
プログラミングやグラフィックデザイン、セキュリティ、営業等の分野で専門的な能力を有する専門人材が集まって、
ソフトウエアの共同開発販売事業をする。

△出資比率に応じて議決権や配当
割合が決まる。専門家の人的な
貢献に報いることができない。
△取締役会などの設置が必要。
△赤字の場合、各組合員の所得と
通算することができない。
△黒字の場合、会社に法人税
が課された上に、組合員への配
当にも課税される。

△出資比率に応じて議決権や配当
割合が決まる。専門家の人的な
貢献に報いることができない。
△取締役会などの設置が必要。
△赤字の場合、各組合員の所得と
通算することができない。
△黒字の場合、会社に法人税
が課された上に、組合員への配
当にも課税される。

株式会社で実施した場合株式会社で実施した場合

Ａ
プログラマー

Ｂ
デザイナー

Ｃ
セキュリティ

Ｄ
営業

個々の強みを持った専

門人材が、互いの技術等

を持ち寄ってより大きな

事業を展開するために、

共同事業体を組織。

ソフトウエア
共同開発販売ＬＬＰ

１２

○専門家の人的貢献にあわせて組
合員間で出資比率に拘わらず議
決権と損益分配割合を柔軟に設
定できる。
○取締役会などの設置が不要。
構成員課税となる予定であって、
○損失が出れば、各組合員の所得
と通算できる。
○利益が出れば、ＬＬＰには課税
されず、各組合員への利益分配
に直接課税される。

○専門家の人的貢献にあわせて組
合員間で出資比率に拘わらず議
決権と損益分配割合を柔軟に設
定できる。
○取締役会などの設置が不要。
構成員課税となる予定であって、
○損失が出れば、各組合員の所得
と通算できる。
○利益が出れば、ＬＬＰには課税
されず、各組合員への利益分配
に直接課税される。

ＬＬＰを選択するとＬＬＰを選択すると



（１）（１） 高度サービス産業振興高度サービス産業振興 ＜想定例２：＜想定例２： コンテンツ業界コンテンツ業界 映画製作＞映画製作＞

【想定例】
広告代理店、映画会社、アニメのプロダクション、テレビ会社、書店などが共同で映画を製作する。

【想定例】
広告代理店、映画会社、アニメのプロダクション、テレビ会社、書店などが共同で映画を製作する。

○議決権や配当が柔軟に設定でき
構成員課税である。
△出資者が無限責任となるので、
新しいパートナーを得ることが
できず、限られたメンバーでの
プロジェクトとなる。
△出資者が無限責任となるため、
新進の監督や脚本家が自分の
プロジェクトを立ち上げること
ができない。
→ 業界の系列化、沈滞化

○議決権や配当が柔軟に設定でき
構成員課税である。
△出資者が無限責任となるので、
新しいパートナーを得ることが
できず、限られたメンバーでの
プロジェクトとなる。
△出資者が無限責任となるため、
新進の監督や脚本家が自分の
プロジェクトを立ち上げること
ができない。
→ 業界の系列化、沈滞化

民法組合で実施した場合民法組合で実施した場合

Ｃ社
アニメ

プロダクション

Ｄ社
出版社Ｂ社

映画会社

映画製作 広報・書籍化

広報・ＴＶ放映

Ｅ社
テレビ会社

興業

企画・広報

Ａ社
広告代理店

１３

映画製作委員会
（現状は民法組合を活用）

○出資者が有限責任なので、既存
の業界の外に新しいパートナー
を求めることができる。
○出資者が有限責任なので、新進
の監督や脚本家が自分のプロ
ジェクトを立ち上げることがで
きる。

→ 新しい取り組みによる
業界の活性化

○出資者が有限責任なので、既存
の業界の外に新しいパートナー
を求めることができる。
○出資者が有限責任なので、新進
の監督や脚本家が自分のプロ
ジェクトを立ち上げることがで
きる。

→ 新しい取り組みによる
業界の活性化

ＬＬＰを選択するとＬＬＰを選択すると

※ 米国では、スピルバーグのDreamWorksなど、

映画業界でのＬＬＣの活用が盛んである。



（２）（２） 中小企業連携中小企業連携 ＜想定例：＜想定例： 金型メーカーと成形加工メーカーの連携＞金型メーカーと成形加工メーカーの連携＞

【実際に大田区の金型メーカーで検討されている例】
高い技術力と目利き能力を持つ金型メーカーＡ社、３次元ＣＡＤを使い高度な設計のできる金型メーカーＢ社、
エンジニアリングプラスチックの材料技術に詳しい加工メーカーＣ社、多様な材料の成形加工技術を有するＤ社が、
共同で高性能自動車部品を開発・製造する。

【実際に大田区の金型メーカーで検討されている例】
高い技術力と目利き能力を持つ金型メーカーＡ社、３次元ＣＡＤを使い高度な設計のできる金型メーカーＢ社、

エンジニアリングプラスチックの材料技術に詳しい加工メーカーＣ社、多様な材料の成形加工技術を有するＤ社が、
共同で高性能自動車部品を開発・製造する。

写真提供：財団法人大田区産業振興協会

Ａ社
（金型メーカー）

Ｂ社
（金型メーカー）

Ｃ社
（加工メーカー）

Ｄ社
（加工メーカー）

コア企業として全体
をリード。目利き能
力を活かして大企業
に対する提案型の事
業展開を推進

各社が金型製
作・成形加工に
関して専門的な
能力を提供

１４

高性能自動車部品
開発・製造共同ＬＬＰ

△出資比率に応じて議決権や
配当割合が決まり。技術力
による貢献に報いることが
できない。
△取締役会などの設置が必要。
△開発投資による赤字を、親
会社の所得と通算できない。
△黒字の場合、会社に法人税
が課された上に、親会社へ
の配当にも課税される。

△出資比率に応じて議決権や
配当割合が決まり。技術力
による貢献に報いることが
できない。
△取締役会などの設置が必要。
△開発投資による赤字を、親
会社の所得と通算できない。
△黒字の場合、会社に法人税
が課された上に、親会社へ
の配当にも課税される。

株式会社で実施した場合株式会社で実施した場合

○開発への技術力による貢献の大きい企業に、出資比率
以上の多くの議決権と利益分配を与えることができる。

○取締役会などの設置が不要。
構成員課税となる予定であって、

○開発投資による損失を、親会社の所得と通算できる。
○利益が出れば、ＬＬＰには課税されず、親会社への利
益分配に直接課税される。

○開発への技術力による貢献の大きい企業に、出資比率
以上の多くの議決権と利益分配を与えることができる。
○取締役会などの設置が不要。
構成員課税となる予定であって、
○開発投資による損失を、親会社の所得と通算できる。
○利益が出れば、ＬＬＰには課税されず、親会社への利
益分配に直接課税される。

ＬＬＰを選択するとＬＬＰを選択すると



（３）（３） ベンチャー振興ベンチャー振興 ＜想定例：＜想定例： 大手機械メーカーとベンチャー企業との共同研究開発＞大手機械メーカーとベンチャー企業との共同研究開発＞

【想定例】
大手機械メーカーＡ社と音声の認識とセンサー技術を有するベンチャー企業Ｂ社が、人間と会話ができる次世代の
家庭用ロボットを共同で開発・製造する。

【想定例】
大手機械メーカーＡ社と音声の認識とセンサー技術を有するベンチャー企業Ｂ社が、人間と会話ができる次世代の
家庭用ロボットを共同で開発・製造する。

△出資比率に応じて議決権や配当
割合が決まる。ベンチャー企業
の貢献に報いることができない。
△取締役会などの設置が必要。
△赤字の場合、親会社の所得と通
算することができない。
△黒字の場合、会社に法人税
が課された上に、親会社への配
当にも課税される。

△出資比率に応じて議決権や配当
割合が決まる。ベンチャー企業
の貢献に報いることができない。
△取締役会などの設置が必要。
△赤字の場合、親会社の所得と通
算することができない。
△黒字の場合、会社に法人税
が課された上に、親会社への配
当にも課税される。

株式会社で実施した場合株式会社で実施した場合

１５

○技術力やノウハウがあるベンチ
ャー企業に、出資比率以上の多
くの議決権と利益分配を与える
ことができる。
○取締役会などの設置が不要。
構成員課税となる予定であって、
○損失が出れば、親会社の所得と
通算できる。
○利益が出れば、ＬＬＰには課税
されず、親会社への利益分配に
直接課税される。

○技術力やノウハウがあるベンチ
ャー企業に、出資比率以上の多
くの議決権と利益分配を与える
ことができる。
○取締役会などの設置が不要。
構成員課税となる予定であって、
○損失が出れば、親会社の所得と
通算できる。
○利益が出れば、ＬＬＰには課税
されず、親会社への利益分配に
直接課税される。

ＬＬＰを選択するとＬＬＰを選択すると

９０％出資 １０％出資６０％の
損益配分

（対等の議決権）

Ａ社 （機械メーカー） Ｂ社 （ベンチャー）

４０％の
損益配分

（対等の議決権）

音声認識技術
とセンサー技
術を提供

ロボット技術
と資金、製造
設備を提供

ロボット開発製造共同ＬＬＰ

写真提供：三菱重工業株式会社

写真提供：産業技術総合研究所



（４）（４） 産学連携産学連携 ＜想定例：＜想定例： ゲノム解析の応用研究を進める大学発ベンチャー＞ゲノム解析の応用研究を進める大学発ベンチャー＞

【想定例】
製薬会社Ａ社とゲノム解析の国際的権威であるＢ教授が、バイオテクノロジーによる新薬の共同開発事業をする。

【想定例】
製薬会社Ａ社とゲノム解析の国際的権威であるＢ教授が、バイオテクノロジーによる新薬の共同開発事業をする。

△出資比率に応じて議決権や配当
割合が決まる。大学教授の知的
貢献に報いることができない。
△取締役会などの設置が必要。
△赤字の場合、親会社の所得と通
算することができない。
△黒字の場合、会社に法人税が課
された上に、親会社への配当に
も課税される。

△出資比率に応じて議決権や配当
割合が決まる。大学教授の知的
貢献に報いることができない。
△取締役会などの設置が必要。
△赤字の場合、親会社の所得と通
算することができない。
△黒字の場合、会社に法人税が課
された上に、親会社への配当に
も課税される。

株式会社で実施した場合株式会社で実施した場合

資金・研究設備、

研究チームを提供

コア技術、

ノウハウ
を提供

９０％出資 １０％出資６０％の
損益配分

（対等の議決権）

Ａ社 （製薬会社） 個人Ｂ （大学教授）

４０％の
損益配分

（対等の議決権）

バイオテクノロジー
共同研究ＬＬＰ

１６

○研究に関する知見を有する大学
教授に、出資比率以上の利益の
分配をすることができる。
○取締役会などの設置が不要。
構成員課税となる予定であって、
○損失が出れば、親会社の所得と
通算できる。
○利益が出れば、ＬＬＰには課税
されず、親会社への利益分配に
直接課税される。

○研究に関する知見を有する大学
教授に、出資比率以上の利益の
分配をすることができる。
○取締役会などの設置が不要。
構成員課税となる予定であって、
○損失が出れば、親会社の所得と
通算できる。
○利益が出れば、ＬＬＰには課税
されず、親会社への利益分配に
直接課税される。

ＬＬＰを選択するとＬＬＰを選択すると



（５）（５） 研究開発促進研究開発促進 ＜想定例１：＜想定例１： 燃料電池を使った家庭用発電装置燃料電池を使った家庭用発電装置の共同研究開発＞の共同研究開発＞

【想定例】
燃料電池に関する技術を有する大手電機メーカーとガス会社が、発電効率を上げるための技術を有する大
学教授、海外ベンチャーとともに、燃料電池を使った家庭用発電装置の共同研究開発をする。

【想定例】
燃料電池に関する技術を有する大手電機メーカーとガス会社が、発電効率を上げるための技術を有する大
学教授、海外ベンチャーとともに、燃料電池を使った家庭用発電装置の共同研究開発をする。

△出資比率に応じて議決権や配当
割合が決まる。研究開発への知
的貢献に報いることができない。
△取締役会などの設置が必要。
△研究開発投資による赤字を、親
会社の所得と通算することがで
きない。
△黒字の場合、会社に法人税が課
された上に、親会社への配当に
も課税される。

△出資比率に応じて議決権や配当
割合が決まる。研究開発への知
的貢献に報いることができない。
△取締役会などの設置が必要。
△研究開発投資による赤字を、親
会社の所得と通算することがで
きない。
△黒字の場合、会社に法人税が課
された上に、親会社への配当に
も課税される。

株式会社で実施した場合株式会社で実施した場合

○研究開発への知的貢献の大きい
企業や個人に、出資比率以上の
多くの議決権と利益分配を与え
ることができる。
○取締役会などの設置が不要。
構成員課税となる予定であって、
○研究開発投資による損失を、親
会社の所得と通算できる。
○利益が出れば、ＬＬＰには課税
されず、親会社への利益分配に
直接課税される。

○研究開発への知的貢献の大きい
企業や個人に、出資比率以上の
多くの議決権と利益分配を与え
ることができる。
○取締役会などの設置が不要。
構成員課税となる予定であって、
○研究開発投資による損失を、親
会社の所得と通算できる。
○利益が出れば、ＬＬＰには課税
されず、親会社への利益分配に
直接課税される。

ＬＬＰを選択するとＬＬＰを選択すると

１７

燃料改質装置

燃料電池本体 天然ガス

周辺機器

電気

熱（温水）

発電効率を上げるため
の高分子技術を提供

燃料電池を使った家庭用発電システム
共同開発ＬＬＰ

Ａ社 （電機メーカー） Ｄ社 （ガス会社）

個人Ｂ
（大学教授）

Ｃ社
（海外ベンチャー）

天然ガス・プロパン
ガスを高純度の水素
ガスに変える技術と
熱利用のノウハウを
提供

燃料電池の
設計・製作
と周辺機器
の設計・製
作の技術を
提供。



（５）（５） 研究開発促進研究開発促進 ＜想定例２：＜想定例２：大手半導体メーカーの次世代技術の共同研究開発＞大手半導体メーカーの次世代技術の共同研究開発＞

【想定例】
大手半導体メーカーが集まり、画期的な性能を持つ、次世代半導体を製造する技術を共同研究開発する。

【想定例】
大手半導体メーカーが集まり、画期的な性能を持つ、次世代半導体を製造する技術を共同研究開発する。

△出資比率に応じて議決権や配当
割合が決まる。研究開発への知
的貢献に報いることができない。
△取締役会などの設置が必要。
△研究開発投資による赤字を、親
会社の所得と通算することがで
きない。
△黒字の場合、会社に法人税が課
された上に、親会社への配当に
も課税される。

△出資比率に応じて議決権や配当
割合が決まる。研究開発への知
的貢献に報いることができない。
△取締役会などの設置が必要。
△研究開発投資による赤字を、親
会社の所得と通算することがで
きない。
△黒字の場合、会社に法人税が課
された上に、親会社への配当に
も課税される。

株式会社で実施した場合株式会社で実施した場合
米国では、インテル、ＩＢＭ、モトローラ、ＡＭＤなどが、半導体製造技術の共

同開発ジョイントベンチャーをＬＬＣを活用して展開し、著しい技術の進展を実現
している。

半導体製造技術の共同開発ＬＬＣ

EUV LLC

１８

○研究開発への知的貢献の大きい
企業に、出資比率以上の多くの
議決権と利益分配を与えること
ができる。
○取締役会などの設置が不要。
構成員課税となる予定であって、
研究開発投資による損失を、親
会社の所得と通算できる。
○利益が出れば、ＬＬＰには課税
されず、親会社への利益分配に
直接課税される。

○研究開発への知的貢献の大きい
企業に、出資比率以上の多くの
議決権と利益分配を与えること
ができる。
○取締役会などの設置が不要。
構成員課税となる予定であって、
研究開発投資による損失を、親
会社の所得と通算できる。
○利益が出れば、ＬＬＰには課税
されず、親会社への利益分配に
直接課税される。

ＬＬＰを選択するとＬＬＰを選択すると

※ＬＬＰは、これと同じ
ような事例で活用が
期待できる。



（７）（７） 物流の効率化物流の効率化 ＜想定例：＜想定例： 農家と食品加工・流通業の連携＞農家と食品加工・流通業の連携＞

【想定例】
農業者と食品流通業者と食品加工業者が無農薬野菜、加工食品の共同事業を立ち上げる。

【想定例】
農業者と食品流通業者と食品加工業者が無農薬野菜、加工食品の共同事業を立ち上げる。

１９

農家Ｂ
（有限会社）

食品流通
会社

△契約の数が多数に及び複雑。
△参加者のインセンティブを引き
出す報酬体系を作りにくい。

△契約の数が多数に及び複雑。
△参加者のインセンティブを引き
出す報酬体系を作りにくい。

業務提携契約で実施した場合業務提携契約で実施した場合 農業協同
組合Ｃ

情報管理
会社

食品加工
会社

農家Ａ

情報管理会社の
ネットワークで
参加農家と物流、
加工工場を最適
につなぎ合わせ
る。○ＬＬＰ契約により組織全体の

ルールづくりが柔軟にできる。
○事業への貢献に応じた柔軟な
利益分配が可能。

○ＬＬＰ契約により組織全体の
ルールづくりが柔軟にできる。
○事業への貢献に応じた柔軟な
利益分配が可能。

ＬＬＰを選択するとＬＬＰを選択すると 無農薬野菜・加工食品
共同ＬＬＰ



１１．ＬＬＰ制度の活用のポイント

ＬＬＰには法人格がないが、事業活動には支障がないと考えられる。ＬＬＰには法人格がないが、事業活動には支障がないと考えられる。

○現在でも、建設共同企業体（ＪＶ）や映画製作委員会、弁護士事務所は、民法組合で事業を実施。

○ＬＬＰは、民法組合と同じように、
・業務執行者名義で契約を行うことができる。
・組合員の共有（合有）として組合財産を所有することもできる。

○さらに、ＬＬＰ法案において、以下のような組合財産の安定性を高めるための措置を講じる。
①ＬＬＰの組合財産に対して、組合員個人の債権者が差押えをできないこととする。
②不動産登記に際して、単に「共有」として財産を保有しているのではなく、ＬＬＰの組合員として組合財産を共有（合有）し

ていることを表示できるようにする。
③不動産登記をした場合には、ＬＬＰの組合財産に対して組合員個人の債権者が分割を求めることができないこととする。

Ａ社 Ｂ社

Ａ・Ｂ・Ｃ ＬＬＰ

Ｃ社

契約の相手
方

① Ａ・Ｂ・Ｃ有限責任事業組合
組合員Ａ社 職務執行者Ｘ の名義で契約

② 契約の効果は全員に及ぶ

Ａ社

Ａ・Ｂ・Ｃ ＬＬＰ

Ａ社・Ｂ社・Ｃ社の共有（合有）で不動産を所有。
（有限責任事業組合契約に基づく土地である旨の明
示）

Ｃ社の債権者は
不動産の分割請
求ができない。事業用の不動産

C社の債権者Ｂ社 Ｃ社

２０



ＬＬＰは、株式会社と比べて迅速に立ち上げることができる。ＬＬＰは、株式会社と比べて迅速に立ち上げることができる。

【ＬＬＰの立ち上げ】

組合員による
組合契約書の作成

金銭の払込
現物出資の給付

組合契約登記申
請

組合契約の登記
の完了

設立まで概ね１０日間必要。 登録免許税： ６万円

【株式会社の立ち上げ】

発起人による
定款の作成

株式発行事項
の決定

発起人の
株式引き受け

公証人による
定款の認証

金銭の払込
現物出資の給
付

株主の募集
株式の割当

検査役選任 創立総会

取締役・監査
役による設立
手続調査

取締役・監査
役の選任

設立登記完了設立登記申請

設立まで概ね２０日間必要。 登録免許税： 資本の金額の7/1000（最低15万円）
公証人による認証の費用： ５万円

２１
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